
NFS、日本フォームサービス＜7869＞をTOBで非公開化

NFS（東京都江東区）は日本フォームサービスにTOB（株式公開買い付け）を実施し、同社を非公開化
する。日本フォームは賛同の意見を表明し、株主に応募を推奨すると発表した。NFSは日本フォーム株
を保有していないが、山下岳英元日本フォーム社長の子息である山下宗吾氏が代表取締役を務めており
、個人として同社株の66.80％を所有する。同氏は本TOBに応募しない。

日本フォームは情報通信ラックや太陽光発電システムなどの製造・販売を手がける東証JASDAQ（スタ
ンダード）上場企業。取締役会や監査役会の虚偽開催や会計操作などが発覚し、東証は同社を2019年8
月に特設注意市場銘柄に指定し、2021年2月の判定で内部管理体制などに改善が認められない場合には
上場廃止となる見込みだった。

事実上の支配株主である山下岳英元社長の影響力を排除することが改善の条件で、日本フォームの同族
支配を維持するために一族が経営するNFSによるTOBで自ら「幕引き」を図ったとみられる。

買付価格は1株につき3100円。TOB公表前日の終値2010円に54.23％のプレミアムを加えた。買付予
定数は13万2205株で、下限は設けないが本TOB成立後にスクイーズアウトを実施する。買付代金は約
4億1000万円。買付期間は2020年12月24日から
2021年２月10日までの３０営業日。公開買付代理人は三田証券。決済開始日は2021年２月15日。


